
３ 実地指導及び監査について




１ 実地指導・監査の実施形態
 指導体制についてはその目的に応じて、「指導」と「監査」の２つの実施形態があります。

【指導】
 （１）集団指導

 　指定障害福祉サービス事業者等に対して、過去の指導事例、留意点及び制度の改正内容等に
 ついて、原則として年１回講習会形式で行います。

 （２）実地指導
   サービスの内容等又は介護給付費等の請求の適正化を図ることを目的に定期的に実施します。
   前年度の実地指導結果等を踏まえ、必要と判断される場合や苦情の通報などがあれば、当該
 年度も実地指導を実施することがあります。
   また、事前に通知することにより、実地指導の目的を達成できない場合は、抜き打ちの
 実地指導を行うこともありますので、ご協力のほどよろしくお願いします。

【監査】
　サービスの内容や介護給付費等の請求に不正又は著しい不当が認められる場合又はその疑いが
ある場合（指定基準違反等）に、事実関係を的確に把握し公正かつ適切な措置をとることを主眼
に実施します。

２ 監査、行政上措置の概要

項 目

行政上の
措置

経済上の
措置

実 施 方 針

　監査の結果、法の規定に基づき、県は、「勧告」、「命令」、「指定の取消し等」の行政上の措置を行
うことができます。
(1) 勧告
 　 期限を定めて、基準の遵守について勧告することができる。期限内に従わなかった場合は公表でき
　る。
(2) 命令
    正当な理由がなくて勧告に係る措置をとらなかった場合に、期限を定めて勧告に係る措置をとるよう
　命令することができる。命令した場合は公示される。
(3) 指定取消し等
    指定基準等に重大な違反があった場合は、指定の取消し又は期間を定めて指定の全部又は一部の効力
　を停止することができる。指定取消し等をした場合は公示することになります。
    ※ 命令、指定取消し等を行う前に、聴聞又は弁明の機会の付与を行います。

　県が命令又は指定の取消等を行いかつ返還金が生じる場合は、関係市町村は原則として、返還金＋加算
金（返還金の40／100）の返還を命じることになります。

実地指導及び監査について

【対象事業所】
　通報・苦情・相談等に基づく情報や、実地指導において確認した情報から、次のいずれかに該当する行
為がなされたか、あるいは疑われ、その確認について必要と認められる事業所等
(1)障害福祉サービス等の内容に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があるとき
(2)給付費等の請求に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があるとき
(3)指定の基準に重大な違反があると疑うに足りる理由があるとき
(4)度重なる実地指導によっても障害福祉サービス等の内容又は給付費等の請求に改善がみられないとき
(5)正当な理由がなく実地指導を拒否したとき

【実施機関】
　県、関連市町村

【実施方法等】
　必要があれば随時実施。実地指導中であっても、
　①　介護給付等の請求に著しい不正が認められる場合
　②　著しい運営基準違反があり、利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるときは、直
　　ちに監査に切り替え実施することがあります。
　監査の結果、改善勧告にいたらない軽微な改善を要すると認められた事項については、後日文書によっ
てその旨の通知を行います。

監　 　査
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○平成２４年度

区分
効力

発生日
事業所
所在地

サービス
種別

取消理由 返還額

居宅介護サービス費の不正請求

①サービス提供の実態がないことを知
りながら、通院介助に係る介護給付費
を不正に請求し、受領した。

②移動支援サービスを提供したにもか
かわらず、居宅介護（家事援助）サー
ビスに振り替えて介護給付費を不正に
請求し、受領した。

③１人の利用者に対し、同日同一時間
帯に物理的にあり得ない別々のサービ
ス提供を行ったという記録をもって、
介護給付費を不正に請求し、受領し
た。

 (１) 居宅介護サービス費の不正請求

　通院等介助を行っていないにもかか
わらず、通院等介助を行ったという虚
偽のサービス提供記録を作成し介護給
付費を不正に請求し、受領した。

 (２) 虚偽の報告

　監査（法第48条第1項に基づく報告）
において、虚偽の報告を行った。

（３）運営基準違反 

　管理者は、業務の管理等について
サービス提供責任者に任せきりで、必
要な指揮命令をほとんど行わなかった
結果、虚偽の記録に基づく不正な請求
が長期間に渡り繰り返された。

 (１) 訓練等給付費の不正請求

　人員基準を満たす職員配置をしない
まま、人員基準を満たすものとして訓
練等給付費を不正に請求し、受領し
た。

 (２) 不正の手段による指定

　指定日から配置できる見込みがない
雇用予定職員を雇用するとして、申請
を行った。

不正請求
７，７６１，１１３円

指定障害福祉サービス事業者等の行政処分について

指定取消 平成24年
12月6日

紀の川市 居宅介護 不正請求
１７２，７７０円

指定取消 平成25年
1月26日

岩出市 就労継続
支援Ａ型

就労継続
支援Ｂ型

不正請求
２，６１７，１５８円

指定取消 平成25年
1月26日

田辺市 居宅介護
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○平成２５年度

区分
効力

発生日
事業所
所在地

サービス
種別

取消理由 返還額

 (１) 居宅介護サービス費の不正請求

　家事援助等のサービスを提供してい
ないにもかかわらず、家事援助等を
行ったとして介護給付費を不正に請求
し、受領した。

 (２) 不正の手段による指定

　指定申請時において、勤務予定のな
い者を従業員とする虚偽の書類を作
成・提出し、指定を受けた。

 (１) 訓練等給付費の不正請求

　利用者の未利用日にサービスの提供
を行ったとして訓練等給付費を不正に
請求し、受領した。

 (２) 不正の手段による指定

　指定申請時において、勤務予定のな
い者を従業員とする虚偽の書類を作
成・提出し、指定を受けた。

（１）人員基準を満たす職員を配置し
ないまま障害児通所給付費を不正に請
求し、受領した。

（２）配置見込みのない職員を雇用す
るとして、虚偽の申請による指定を受
けた。

○平成２６年度

区分
効力

発生日
事業所
所在地

サービス
種別

取消理由 返還額

 (１) 居宅介護サービス費の不正請求

　通院実績がないにもかかわらず、通
院等介助及び通院等乗降介助を行った
という虚偽のサービス提供記録を作成
し、介護給付費を不正に請求し、受領
した。

（２）虚偽の報告

　監査（法第48条第1項に基づく報告）
において、虚偽の報告を行った。

（３）運営基準違反

　管理者は、業務の管理等について必
要な法令遵守を長期間にわたり怠った
結果、虚偽の記録に基づく不正な請求
が繰り返された。

不正請求
４，７４４，２１６円

不正請求
５，４１１，７８７円

指定取消 平成25年
8月31日

和歌山市 児童発達
支援

放課後等
デイサー
ビス

指定取消 平成26年
9月20日

有田川町 居宅介護

同行援護

不正請求
６３２，９９９円

指定取消 平成25年
5月31日

和歌山市 居宅介護

重度訪問
介護

指定取消 平成25年
5月31日

和歌山市 就労継続
支援Ａ型

不正請求
１７，２４９，６８１円
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○平成２７年度

区分
効力

発生日
事業所
所在地

サービス
種別

処分理由 処分内容

指定の効力
の一部停止

平成27年
4月1日

和歌山市 就労移行
支援

就労支援員及び職業指導員について、
人員基準を満たしていない期間があっ
たこと。

新規利用者の受入停止
（６箇月間）

○平成２９年度

区分
効力

発生日
事業所
所在地

サービス
種別

処分理由 処分内容

 (１) 不正の手段による指定申請

児童福祉法に基づく指定障害児通所支
援の事業所の人員、設備及び運営に関
する基準（平成24年厚生労働省令第15
号。以下、「省令」という。）第5条第
1項第2号及び第66条第1項第2号に規定
する児童発達支援管理責任者につい
て、指定申請の際に常勤でない児童発
達支援管理責任者を、常勤であるもの
として指定申請を行い指定を受けた。

 (２) 障害児通所給付費の不正請求

児童発達支援管理責任者について、常
勤職員の勤務時間とする月160時間を大
きく下回り、人員基準を満たしていな
かったにもかかわらず、児童発達支援
管理責任者の欠如減算をしない上、さ
らに児童発達支援管理責任者専任加算
を不正に請求し、受領した。

 (３) 人員基準違反

省令第5条第1項第2号及び第66条第1項
第2号に規定する児童発達支援管理責任
者を常勤で配置していなかった。

 (４) 虚偽の報告

児童福祉法第21条の5の21の規定に基づ
く監査において、児童発達支援管理責
任者が出勤していないにもかかわら
ず、出勤していると偽った書類を提出
した。

指定取消 平成29年
8月1日

和歌山市 児童発達
支援

放課後等
デイサー
ビス

不正請求
５０，９１２，８７０円
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指定障害福祉サービス事業者等に係る指導のフロー図
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